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論 　 　 説特集：東日本大震災から 10年～つなぐおもい～

10年の歩みとこれからの建築物
前田　匡樹＊

1．は じ め に

本稿では，筆者の専門である鉄筋コンクリート（以下，
RC）造建築物を中心に 2011年東日本大震災による建築物
の被害，その後の歩み，そして，これからの建築物に必要
な課題について概説する。

2．東日本大震災による建築物の被害

2.1　地震動による被害
2011年東日本大震災は，地震動による建築物の被害に
加えて，津波，さらには，福島第一原子力発電所の事故に
より，未曽有の大災害を引き起こした。建築物の地震動に
よる被害は，広範囲で大きな震度が観測された割には，
1995年阪神淡路大震災や 2004年新潟県中越地震など過去
の大地震と比較すると，比較的少なく限定されたものであ
った。
図 - 1は，1995年阪神淡路大震災のあとに筆者らが行
った RC造学校校舎の被害率（神戸市灘区・東灘区の全
151棟）の調査結果である 1）。1971年以前の建物では，倒
壊・大破（復旧は困難で改築が必要）の建物が約 1割で，
4割程度の建物が中破（復旧は可能であるが大規模な工事
が必要）以上の被害を受けている。これに対して，1982

年以降の建物は倒壊・大破は無く，中破が数 %，小破を
合せても 10 %程度と，被害率にはきわめて大きな差があ
る。これは，1971年，および，1982年の建築基準法の耐
震設計規定の改正・強化により耐震性能要求レベルが向上
したからである。この建築年代による耐震性に関する結果
に基づき，1995年 12月に耐震改修促進法が制定され，全
国的に耐震診断・耐震改修が実施され普及した。

図 - 2は，2011年東日本大震災における同様の被害率
の調査である 2，3）。対象は宮城県の 5市町（仙台市・大崎市・
塩釡市・七ヶ浜町・栗原市）の公立小中学校 546棟である。
1971年以前の建物，1972年～ 1981年の建物は，診断や補
強により所要の耐震性が確保されているもの（診断／補強
済）と，耐震補強が必要であるが未対策のもの（未補強）
に分類して示した。1981年以前で未補強の建物の被害率
を 1995年阪神淡路大震災と比較すると，中破以上の大き
な被害の割合は，2011年東日本大震災の方が小さい。こ
れより，地震の揺れそのものも，阪神淡路大震災のような
直下型地震よりやや小さかったことが分かる。“ 診断／補
強済 ”と “未補強 ”の被害率を比較すると，“診断／補強済 ”

耐震構造や地震工学は，経験工学であるといわれる。これまでの幾多の地震災害から学び，その教訓に基づいて，建築物の
耐震設計法や構造技術は少しずつ進歩・発展してきた。1995年阪神淡路大震災の被害を契機に，建築物の耐震改修促進法が
制定され，既存建築物の耐震診断や耐震改修は全国的に広く普及した。その結果として，2011年東日本大震災では地震動に
よる鉄筋コンクリート造建築物の被害は，過去の大震災と比較すると減少した。東日本大震災から 10年間にも，地震災害が
発生し，また，地球温暖化による豪雨災害なども頻発するようになってきた。大規模化，複合化する災害が発生しても，高度
な機能を有する社会活動を維持し，速やかに回復させるためには，建築物の倒壊や大破などの人命に危害を及ぼす被害を防止
するのみならず，建築物の機能を維持し継続使用を可能にする，また，被害を最小限にとどめて容易に復旧できるようにする
技術の重要性が高まっている。また，政府が掲げる 2050年カーボンニュートラルに貢献する低炭素型の建築材料，建設技術，
工法の開発・普及もこれからの建築物に望まれる。

キーワード：建築物，鉄筋コンクリート構造，継続使用・機能維持，カーボンニュートラル

図 - 1　1995 年阪神淡路大震災によるRC造学校校舎の
建設年代別被害率 1）
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の被害率が顕著に減っており，1982年以降の現行の耐震
基準による建物と同程度であり，耐震診断や耐震補強によ
り，既存建物の耐震性能が新しい建物と同等なレベルまで
大きく向上していることが明らかとなった。

建築物の構造躯体の耐震性が耐震設計法の改正や，耐震
補強の普及により向上した結果，倒壊や大破といった被害
が減少した一方で，写真 - 1に示すような RC造 2次壁の
せん断破壊や，写真 - 2に示すような天井の落下など，
非構造部材の被害は多く見られた。耐震設計や耐震診断・
改修では，構造躯体の耐震性能を確保するが，非構造部材
の対策は，必ずしも十分ではないことを示している。RC
造 2次壁の被害は，建物全体の耐震性そのものには大きな
影響はないものの，使用者にとっては問題であり，補修・
補強などの復旧工事に時間と費用を要することなる。

天井の落下は，特に体育館やホールなどの天井が高い建
築物で多く見られる。人命に危害を及ぼすだけではなく，
災害後の避難所として使用ができなくなる問題となる。
2.2　津波による被害
2011年東日本大震災では，地震動による被害よりも，
地震後に発生した大津波による多数の人的被害，建物・住
家などの流出などの甚大な被害が発生し，振動被害を大き
く上回った。RC造建築物では，多くの場合は，写真 - 3

のように，津波そのものや漂流物により，窓・建具，設備
機器などが流失する壊滅的な被害を受けたが，RC躯体そ
のものが倒壊するような被害は見られなかった。なかには
写真 - 4のように，倒壊した RC造構造物も見られたが，
全体としては，RC造建築物は，木造，鉄骨造と比較して
被害は限定的であった。

3．震災後の歩み

東日本大震災後の 10年間には，2016年熊本地震などの
いくつかの地震災害が発生し，RC造建築物にも被害が生

図 - 2　2011 年東日本大震災によるRC造学校校舎の建
設年代別被害率（文献 2）に一部加筆）

写真 - 1　RC造集合住宅の非構造壁のせん断破壊

写真 - 2　落下した体育館の天井

写真 - 3　津波で被災したRC造学校校舎

写真 - 4　津波で倒壊したRC構造物
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じた 4）。日本建築学会・文教施設小委員会・熊本地震学校
建築被災度判定WGの報告書 4）によると，RC造建築物の
被害の傾向は以下のようにまとめられている。

1） 大破などの深刻な被害は，新耐震設計法（1982年）
以前に設計された建築物，とくに，1階が駐車場な
どのピロティ構造の建築物（写真 - 5）がほとんど
であった。

2） 耐震診断・耐震改修などの対策済みの建築物の被害
は少なく，対策が有効に被害防止に機能した。

3） RC造 2次壁や外壁仕上げ材，天井などの非構造部
材の被害（写真 - 6）は多くの建物で見られ，修復
のために費用が発生する／継続使用が不能となるな
どの事例が発生した。

これらの被害傾向は，2011年東日本大震災と同様であ
る。国土交通省の資料 5）によると，多数の者が利用する
建築物の耐震化率は，平成 15年（2003年）に 75 %であ
ったものが，平成 20年（2008年）に 80 %，平成 25年（2013
年）に 85 %，平成 30年（2018年）に 89 %と着実に進ん
でいる。今後もこれらの対策を着実に進めていくことが，
地震動による建築物の倒壊を防ぐ基本となる対策と思われ
る。
建築物の地震防災対策として，①耐震診断や耐震改修
などの震前対策と，②応急危険度判定・被災度判定から
復旧に至る震後対策がある。ここまでに述べたように，震
前対策としての建築物の耐震化は（非構造部材を除いて）
かなり成果をあげつつある。もうひとつの対策である震後
対策では，地震発生直後に実施し余震に対する危険性を判

定し 2次災害を防止するための応急危険度判定 6），および，
被害を復旧して建築物を使用するための被災度区分判定 7）

がある。その一般的な適用フローを図 - 3に示す。
応急危険度判定については，全国の自治体ごとに判定士
組織が整備され，地震被害のたびに，速やかな判定開始か
ら終了にいまだ課題はあるものの，判定活動が実施される
ようになり，2次災害の防止に貢献している。
被災度区分判定については，2011年東日本大震災の経

験を踏まえて，新しい架構の崩壊形式に対応する判定法や，
RC造 2次壁の被害や津波被害の判定法が検討され 8），
2015年改訂版 7）に追加されている。

4．これからの建築物

4.1　多発し複合化する災害に対する対応
1995年阪神淡路大震災以降，日本列島は地震の活動期
に入ったといわれており，最近も繰り返し地震が発生して
おり，今後も巨大地震や，地球温暖化による豪雨などの災
害の発生が懸念されている。一方で，社会活動，経済など
都市の機能は高度化がより進んでおり，災害発生時にも機
能を維持できるレジリエントな社会を実現することが重要
な課題となっている。
ここまでに述べてきたように，建築物の構造躯体の耐震
化対策は成功している一方で，設備機器や天井・間仕切り
壁（非構造壁）など被害が目立つようになりつつある。東
日本大震災の際に，首都圏の高層オフィスビル，高層マン
ションなど大規模高層建築でも非構造部材に損傷が発生し
て，多くの避難者が発生した。
建築物に対しては，これまでの想定（設計基準のレベル）
を上回る極大地震に対しても，倒壊を防止するだけではな
く，機能を維持する（継続使用可能），あるいは，容易に
修復し復旧できる状態に留めるレジリエントな建築を実現

写真 - 5　層崩壊したピロティを有するRC造集合住宅

図 - 3　建築物の震災復旧の一般的な流れ

写真 - 6　集合住宅のRC造 2次壁の被害
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する技術がより重要になると思われる。
このような取組の例として，東京工業大学を中心とする

JST・OPERAプロジェクト「大規模都市建築における日
常から想定外の災害時まで安心して社会活動が継続できる
技術の創出」（研究代表・吉敷祥一教授）9）の研究目標を図
- 4に示す。社会・経済機能の中枢機能が集約される大規
模都市建築を対象に，極大地震をはじめとする自然災害に
対しても，安心して社会活動が維持できる技術を創出する
ために，構造物としての耐震性だけでなく，平常時から非
日常まで建物の機能・人の社会活動を継続させる高層建築
システムを実現するための研究が行われている。
この例のように，今後の建築物に対して，
1） 非構造部材を含めた構造設計・耐震性能評価。とく
に，継続使用，修復可能限界の評価法

2） センサーなどを用いた構造ヘルスモニタリングとそ
れに基づく応急危険度・被災度判定法の開発

などの技術が今後必要になると考えられる。

4.2　地球環境問題に対する対応
日本政府は，「2050年カーボンニュートラルの実現」を
重要な政策課題のひとつとして位置付けており，建築の分
野でも，カーボンニュートラルに対する取組が必要になっ
てくるものと考えられる。近年では，温暖化による豪雨災
害の発生や，地球温暖化を防止するための CO2削減など
の取組は，持続可能な社会の構築に加えて，豪雨災害を防
止するためにも，今後重要な課題になると考えられる。

RC造の分野では，使用材料であるコンクリートや鉄筋
の製造や運搬・建設の過程で排出される CO2を削減する
方策を考えていくことが求められる。コンクリートに関し
ては，セメント使用量を減らし，コンクリート製造時に
CO2を吸収・固定する環境配慮型のコンクリート 10）も開
発されている。
また，再生可能資源である木材を建築分野に積極的に活

用することが求められており，平成 22年 10月に施行され
た「公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律」
が，令和 3年 10月に「脱炭素社会の実現に資する等のた
めの建築物等における木材の利用の促進に関する法律」11）

と改正される予定で，公共建築にかぎらず，建築物への木
材利用が今後拡大していくものと考えられる。

5．お わ り に

1995年阪神淡路大震災以降の 20余年で，公共建築物を
中心に耐震診断・耐震改修は進み，RC造建築物が倒壊し，
多くの人的被害が発生することは減ってきた。その点では，
建築物の耐震化対策は成功している。一方で，設備機器や
天井・間仕切り壁（非構造壁）など被害が目立つようにな
りつつある。地震防災対策として，建物の倒壊を防止して
人命や財産を守ることが最優先事項であるが，それが達成
されつつあるとすると，災害後に建物が速やかに復旧でき
る，あるいは，理想的には，まったく問題なく継続使用が
できる状態にすることが次の課題となる。
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図 - 4　東京工業大学SOFTech の研究概要 9）
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